
 

『Ｈ２９年度税制改正大綱（１）配偶者控除、特別控除見直し』 
  

 自民・公明両党はこのほど、２９年度税制改正大綱を決定した。今回から７週に亘り概要を掲載する、そ

の１回目は所得税。就業調整を意識しなくて済む就労を後押しするため、配偶者控除・配偶者特別控

除の見直しを行う。担税力の調整の必要性の観点から、所得控除額を所得に応じて逓減・消失させて

いく仕組みとする。 

 【配偶者控除】 控除対象配偶者を有する居住者について適用する配偶者控除の額を、以下の通り合

計所得金額に応じて定める。１） ９００万円以下―～３８万円 ２） ９００万円超９５０万円以下―～２６万円

３） ９５０万円超１，０００万円以下―～１３万円 ４） １，０００万円超―適用なし 【配偶者特別控除】 対象

となる配偶者の合計所得金額を３８万円超１２３万円以下とする。それをさらに９段階に分け、上記の１）、

２）、 ３）それぞれについて、その範囲に応じた控除額を定める。 （最大３８万円、最小１万円） 上記の改

正は３０年分以後の所得税について適用するとし、今後数年をかけ、基礎控除をはじめとする人的控除

等の見直し等の諸課題に取り組む方針。なお、地方税についても所得割の納税義務者について上記

に準じた改正を行うが、それに伴う個人住民税の減収額は全額国費で補填する。 

 

『事業承継ガイドラインを改訂 「診断」の導入を提起―中企庁』 
         

 中小企業庁は 「事業承継ガイドライン」 を改訂・公表した。 （１） 事業承継に向けた早期・計画的な取

り組みの重要性 （事業承継診断の導入） （２） 事業承継に向けた５ステップの提示 （３） 地域における

事業承継を支援する体制の強化―が主な内容。 

 事業承継診断の導入は、事業承継に向けた早期かつ計画的な準備への着手を促すツール。これを

通じて支援機関と経営者の間での「事業承継に関する対話」を喚起。事業承継に向けた準備の必要性

を気づくきっかけとし、把握された課題に応じて適切な支援機関へつなぐ。また、地域の将来に責任を

有する都道府県のリーダーシップの下、地域に密着した支援機関をネットワーク化する。よろず支援拠

点や事業引継ぎ支援センター等とも連携する体制を国のバックアップの下で早急に整備し、各支援機

関の強みを活かしつつ個々の事業者の課題に応じたシームレスな支援を実施する。 

 同庁は、事業承継のあり方を議論する場として 「事業承継ガイドライン改訂小委員会」 を開催、具体策

の検討を進めてきた。ガイドラインはその成果。 

 中小企業に蓄積されたノウハウや技術などの価値を次世代に受け継ぎ、世代交代によるさらなる活性

化を実現していくために円滑な事業承継は極めて重要な課題だ。 
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＜冬期休業のご案内＞ 
平成２８年１２月３０日（金）から平成２９年１月４日（水）まで休業させていただきます。 

次回の発信は１月１０日（火）の１１５１号です。よろしくお願いいたします。 

http://www.aoi-cms.com/

